年末調整

事業主が従業員等に支払う給与については、その支払いの際に所定の税額表によって所得税の源泉徴収をして納付することになっていますが、このようにして源泉徴収をした税額の年間合計額は、その年間の給与の総額について納めなければならない税額（年税額）と一致しないのが通常です。

そこで、その税額の不一致を清算する必要があるわけですが、この清算の手続きを年末調整といい、給与の支払者が行うことになっています。

１．年末調整

（1） 年末調整は、給与の支払者が給与の支払いを受ける各人に対して本年最後の給与を支払うときに行います。

したがって、年末調整は１２月の給与の支払時に行うことになります。

（2） 年末調整は本年最後の給与の支払いを受ける人の全員について行いますが、次のような人については年末調整を行いません。

1． 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書を提出していない人

2． 給与の年収が２０００万円を超える人

3． 年の中途で退職（死亡退職などを除きます。）した人

２．年末調整に用いる書類

（1） 源泉徴収簿

年末調整の計算は、平成２１年分の源泉徴収簿（正式には「給与所得・退職所得に対する所得税源泉徴収簿」といいます。）の年末調整欄で行います。

源泉徴収簿には、毎月の源泉徴収の際に給与の支給金額や徴収税額を記載することになっていますが、年末調整にあたっては、それらの記載に誤りがなかったかどうか確かめる必要があります。

（2） 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書

年末調整の時に控除の対象となる配偶者（「控除対象配偶者」といいます。）、扶養親族、障害者などは、そのときまでにこの申告書により申告されたところによります。

この申告書は、給与の支払いを受ける人が毎年最初に給与の支払いを受けるときまでにその支払い者に提出することになっており、申告内容について異動があったときは、その異動のつど異動申告を行うことになっています。

（3） 給与所得者の保険料控除申告書、給与所得者の配偶者特別控除申告書

  年末調整のときに控除の対象となる生命保険料や地震保険、長期損害保険料、配偶者特別控除などはこれらの申告書により申告されたところにより控除します。この申告書は、給与の支払いを受ける人が、年末調整を行うとき（本年最後の給与の支払いを受ける日の前日）までに、給与の支払者に提出することになっています。

（4） 給与所得者の住宅取得等特別控除申告書

この申告書は、住宅取得等特別控除を受けようとする給与の支払いを受ける人が、年末調整を行うときまでに、給与の支払者に提出することになっています。

 ３．控除額の確認

（1） 控除対象配偶者、扶養控除などの確認

（2） 配偶者特別控除額の確認

（3） 生命保険料控除額の確認

（4） 地震保険・長期損害保険料控除額の確認

（5） 社会保険料控除額の確認

（6） 小規模企業共済等掛金控除額の確認

（7） 住宅取得等特別控除額の確認

４．年末調整の対象となる給与と徴収税額の集計

源泉徴収簿の「総支給金額」欄の給与の金額と「算出税額」欄の税額とをそれぞれ集計して、年末調整の対象となる本年分の給与の総額とその給与から徴収した税額の合計額を計算します。

５．年税額の求め方

  給与の支払いを受ける人の各人について、年末調整の対象となる本年分の給与の総額、徴収税額、控除対象配偶者（または老人控除対象配偶者、同居特別障害者）や扶養親族（または特定扶養親族、老人扶養親族、同居老親等、同居特別障害者）、障害者などの数、配偶者特別控除額、保険料控除額などが計算できたら、次は各人の本年分の給与の総額について１年間に納付しなければいけない平成２１年分の年税額を求めることになります。

本年分の給与の総額

↓

給与所得控除後の給与の金額＝Ａ

↓

各種所得控除額の算出＝Ｂ

↓

課税給与所得金額＝Ａ－Ｂ＝Ｃ

↓

算出年税額＝Ｃ×税率＝Ｄ

↓

Ｄ－住宅取得控除

↓

年税額

６．過不足額の清算の仕方

上記５．により求めた平成２１年分年税額と上記４．により集計した本年分の給与の総額から徴収した税額の合計額とを比べて、平成２１年分年税額の方が少ないときは、その差額は過納額となり、逆に平成２１年分の年税額の方が多いときは、その差額は不足額になります。

· 過納額

本年最後（通常は１２月）にその人に支払う給与から徴収する税額がある場合には、その税額に充当し、なお過納額が残る場合には、給与の支払者に対して、１２月分に上乗せして還付する。

· 不足額

本年最後（通常は１２月）にその人に支払う給与から徴収し、なお不足額が残る場合には、翌年１月以降に支払う給与から順次徴収していきます。

7. 年末調整に関する注意点

　　　　　①　通勤手当について

　通勤のために支給する交通費は、非課税扱いですので所得税を計算する際の給与の総額に含める必要はありません。

2 年の中途で就職した人の年末調整

年の中途で就職した人が、就職前に他の勤務先から給与の支払を受けていた場合には、

他の勤務先から支払を受けた給与とその給与から控除された源泉徴収税額及び社会保険料の額を含めて年末調整の計算をします。

3 雇用保険の失業給付を受けていた人の年末調整

失業手当は、非課税所得とされていますので、年末調整の対象となる給与に含める必要

はありません。

4 同居していない場合の扶養控除

扶養控除の対象となる者は、必ずしも同居を条件とはされていません。勤務や就学、療

養等の事情によって他の親族と日常の起居をともにしていない親族がいる場合であっても、常に生活費や学資金、療養費等の送金が行われている場合については、扶養控除の対象として扱われます。　　　　

5 事業専従者の配偶者控除又は扶養控除

青色事業専従者及び白色事業専従者に該当する人は、控除対象配偶者又は扶養親族には

該当しません。

6 扶養控除の対象となる者の国民年金保険料

２０歳以上の学生等で、国民年金保険料の支払義務がある方については、その支払った国民保険料は、扶養をしている者の社会保険料控除の対象となります。　

　　

棚卸

薬品などの販売利益を計算する場合の売上原価は、平成２１年中に仕入れた薬品などの仕入高そのままではなく、これに前年から繰り越してきた在庫高を加えたものから、年末に残っている在庫高を差し引いたものとなりますので、次の算式で計算します。

  売上原価 ＝ 年初（期首）の棚卸高 ＋ 年間の仕入高 －  年末（期末）の棚卸高

このため、決算をするにあたっては、まず、商品などの在庫高や消耗品の在庫高を調べておく必要があります。

（1） 棚卸をしなければならない資産

1 薬品等

2 消耗品

3 少額な減価償却資産

（2） 棚卸をする時期

    年末（年度末）にします。

    ただし、多忙などのため、年末に棚卸しができないような場合には、年末から多少前後した日に棚卸をしてもかまいません。

（3） 棚卸の方法

棚卸は、薬品などや消耗品の種類、品質、型などの異なるごとに、その数量を実地に調べます。

商品仕入帳などを設けて毎日の在庫量を明らかにし、毎年一定の時期に実地棚卸をして、その正否を確かめている場合には、商品仕入帳などを基にして年末の棚卸を計算し、実地棚卸を省略することができます。

（4） 棚卸資産の評価

1 個別法

2 先入先出法

3 後入先出法

4 総平均法

5 移動平均法

6 単純平均法

7 最終仕入原価法

棚卸資産を種類等の異なるごとに区別し、その種類等の同じものについて、期末からもっとも近いときにおいて取得したものの取得価額をその１単位あたりの取得価額として評価する方法。

8 売価還元法

9 低価法

「年末の棚卸高」と「その棚卸資産を年末に取得するとした場合の価額（時価）」とを比べて、その低い価額を、棚卸資産の価額とする方法。

        （注）上記評価方法は、届出が必要です。その届出がない場合には、最終仕入原価法となります。

（5） 棚卸表の作成

棚卸表には、商品などと消耗品の別に、かつ、種類、品質、型などの異なるごとに、それぞれの数量、金額を記入します。

償却資産

（1） 取得価額による処理方法の違い（原則）
取得価額          ① １０万円未満               ⅰ  資産計上    通常の減価償却

                                                ⅱ  一時の経費処理

                                                ⅲ  資産計上    一括して３年償却

                                                    （いずれかの選択適用）

② １０万円以上２０万円未満   ⅰ  資産計上    通常の減価償却 

                              ⅱ  資産計上    一括して３年償却

                                  （いずれかの選択適用）

③ ２０万円以上                   資産計上    通常の減価償却  

　　　※　償却資産税の対象

（２）３年間で償却する場合の償却限度額

必要経費計上額 ＝  一括償却対象額    ×    その事業年度の月数／３６

   （注）   一括償却対象額とは、各事業年度における対象資産の取得価額の合計金額

（３）30万円未満の少額資産の特例（租税特別措置法第２８条の２）
　　　平成２１年1月1日以後に取得等しかつ事業の用に供したもの
1 取得価額＜30万円

事業供用日の属する事業年度で全額の経費化が可

②　取得価額≧30万円

　　　その資産の種類に応じた耐用年数等により、事業供用年度以降減価償却の方法により経費化　

· 1. 青色申告書を提出している中小企業者等に限られます。

2. 平成22年3月31日までに取得等しかつ事業の用に供した場合に限られます。

3. 適用を受けるためには、申告書に取得価額に関する明細を添付する必要があります。
4.少額減価償却資産の取得価額の合計額が3百万円以下

購入等した資産の価額・名称等の記載のある領収書等は、必ず保存する必要があります。

　　　　　　　　　　　　※　償却資産税の対象

　Ⅱ　消費税の納税義務等
　　　　　　　消費税の納税義務の免税点及び簡易課税制度の選択に関する基準となる売上額が引き下げられました。
　　　　　
【改正前】平成16年3月31日以前に開始する事業年度
1 事業者の免税点制度
　　　基準期間の課税売上額≦3000万円・・・納税義務なし
　　　基準期間の課税売上額＞3000万円・・・納税義務あり
②　簡易課税制度の選択
　基準期間の課税売上額≦2億円・・・簡易課税制度選択可
　　　基準期間の課税売上額＞2億円・・・簡易課税制度選択不可
【改正後】平成16年4月1日以後に開始する事業年度
①　事業者の免税点制度
　　　基準期間の課税売上額≦1000万円・・・納税義務なし
　　　基準期間の課税売上額＞1000万円・・・納税義務あり
②　簡易課税制度の選択
　基準期間の課税売上額≦5000万円・・・簡易課税制度選択可
　　基準期間の課税売上額＞5000万円・・・簡易課税制度選択不可
· 基準期間とは、当該事業年度の前々事業年度をいいます。
個人の方の場合には、平成16年4月1日以後最初に開始する事業年度は、平成17年1月1日～平成17年12月31日の課税期間となりますので、その基準期間となります平成15年1月1日～平成15年12月31日（今年）の課税売上額が1000万円を超える場合には、平成17年より消費税の納税義務者となります。また、その場合本年の課税売上額が5000万円以下である場合に限り、簡易課税制度を選択することが可能です。平成21年より簡易課税を選択するためには、平成21年12月31日までに税務署に届出を提出する必要があります。
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